
事業収益 65¶040¶224¶693 22¶677¶949¶093 6¶388¶156¶364 4¶087¶549¶771 11¶470¶030¶133 6¶526¶456¶331 116¶190¶366¶385

事業損益 123¶022¶402 192¶301¶203 2¶162¶109 12¶828¶978 168¶237¶135 255¶566¶796 754¶118¶623

総 資 産 16¶327¶619¶641 44¶198¶657¶230 1¶177¶754¶467 4¶704¶285¶235 22¶557¶742¶964 20¶527¶892¶706 109¶493¶952¶243

４．行政サービス実施コスト計算書に記載している損益外減価償却相当額、損益外減損損失相当額、引当外賞与見積額及び引当外退職給付増加見積額のセグメント別金額は以下のとおりである。
（単位：円）

新技術創出研究 企 業 化 開 発 科学技術情報
流通促進 研究開発交流支援 科学技術理解増進 法 人 共 通 合 計

損益外減価償却相当額 98¶392¶530 385¶022¶866 10¶883¶660 124¶568¶044 585¶669¶241 164¶654¶634 1¶369¶190¶975

損益外減損損失相当額 0 0 0 0 0 6¶223¶609 6¶223¶609

引当外賞与見積額 � 6¶108¶398 � 2¶109¶770 � 540¶240 � 287¶491 � 646¶207 � 1¶035¶568 � 10¶727¶674

引当外退職給付増加見積額 249¶240¶923 86¶084¶917 22¶043¶428 11¶730¶475 26¶367¶170 42¶254¶317 437¶721¶230

５．新技術創出研究事業における減価償却費見合いの前中期目標期間繰越積立金取崩額251¶749円があり、これを考慮すると新技術創出研究事業の事業損益が123¶274¶151円となる。
また研究開発交流支援事業における減価償却費見合いの前中期目標期間繰越積立金取崩額37¶585円があり、これを考慮すると研究開発交流支援事業の事業損益が12¶866¶563円となる。

（単位：円）

（主要な資産の内訳） 新技術創出研究 企 業 化 開 発 科学技術情報
流通促進 研究開発交流支援 科学技術理解増進 法 人 共 通 合 計

建物 0 6¶534¶685¶742 64¶490¶250 2¶937¶364¶808 13¶723¶757¶550 2¶769¶188¶133 26¶029¶486¶483

機械装置 2¶415¶245¶174 766¶673¶311 123¶026¶798 116¶026¶652 285¶279¶381 62¶235¶864 3¶768¶487¶180

工具器具備品 6¶918¶154¶559 4¶611¶647¶330 347¶245¶853 413¶192¶265 748¶498¶392 193¶129¶835 13¶231¶868¶234

土地 0 277¶600¶000 0 939¶000¶000 7¶530¶700¶000 1¶063¶600¶000 9¶810¶900¶000

開発委託金 0 16¶412¶833¶326 0 0 0 0 16¶412¶833¶326

開発委託金回収債権 0 13¶651¶738¶215 0 0 0 0 13¶651¶738¶215

※ 主要な資産は期末簿価で表示している。
14．上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細
現金及び預金の明細 （単位：円）

内 訳 金 額

現金 1¶532¶789

当座預金 385¶504

普通預金 3¶562¶416¶063

通知預金 850¶000¶000

定期預金 9¶170¶000¶000

合 計 13¶584¶334¶356
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~１．事業の種類の区分方法及び事業の内容は次のとおりである。
{事業の種類の区分方法は、中期計画に基づく区分による。
|各事業の内容
【新技術創出研究】 新技術の創出に資する研究事業
【企業化開発】 新技術の企業化開発の推進事業
【科学技術情報流通促進】 科学技術情報の流通促進事業
【研究開発交流支援】 科学技術に関する研究開発に係る交流・支援事業
【科学技術理解増進】 科学技術に関する知識の普及、国民の関心・理解の増進事業
２．事業費用のうち、配賦不能事業費用は「法人共通」項目に含めている。なお、その主なものは一般管理業務に係る費用である。
３．事業収益のうち、配賦不能事業収益は「法人共通」項目に含めている。
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